
ギャンブル等依存症対策推進基本計画の変更について

・コロナ禍を経て公営競技のオンライン化が一層進行（売上げの８～９割がインターネット投票）

・地域における関係機関間の更なる連携強化が必要

現状

１．公営競技のオンライン化への対応
オンラインで行われるギャンブルにはギャンブル等依存

症につながりやすい特徴があるとの指摘がある。

（例）・時間や場所を選ばずにアクセスができる。
・実際に金銭を賭けている感覚が乏しくなる。

・より短期間により多額の借金を抱える傾向がある。

① アクセス制限制度等の利便性向上及び効果的な周知

（例）・申請のオンライン化等利便性の向上を検討
・医療・相談の現場と連携し、当該制度を積極的に紹介し、
活用を促進

② インターネット投票データ等を分析し、効果的なギャ
ンブル等依存症対策につなげる。

③ クレジットカード等後払い決済の見直しの検討

２．若年者対策の強化
医療・相談現場において、若年者からの相談が増加してい

るとの指摘がある。

① 動画等の資材を中心に、SNS等インターネットを活用する
等、若年者へ向けた普及啓発を強化

② 若年者への普及啓発の観点から、地域において教育委員
会等との連携を強化

③ 各相談窓口において、電話に加え多様な相談手段を検討

３．依存症対策の基盤整備等
① 地域における専門医療機関等の整備の推進

② 多重債務問題等の観点から、地域の相談拠点と司法書
士等の連携を強化

③ 宝くじについて、ウェブサイトにおける取組の強化、
広告・宣伝の在り方の検討など、自主的な取組を推進

今後の取組
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